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協会誌「住品協だより」 第 14 号 広告 募集中！ 
来年 1月に発行予定の協会誌「住品協だより」第 14 号の広告を募集しています。 

本誌は 2011 年 7 月に創刊され、協会員の皆様へ配布するとともに、建築確認機関（自治体・民間）、ハウスメー

カー、住宅関連団体、建築・土木を学ぶ学生の皆様に向けて大学・高専などへも配布し幅広くアピールしています。

第 13 号の配布数は約 3000 部です。 

特に、住宅地盤に関係する各種団体へピンポイントに配布されていますので高い広告効果が期待できます。 

広告申込み締切り 11 月 17 日（金） 

★詳細は、住品協 HP をご覧下さい。（バックナンバーも掲載） http://www.juhinkyo.jp/books/brochure/ 
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2018 年冬開催「住宅地盤スキルアップセミナー（e ラーニング）」 

動画教材を取り入れ大幅リニューアルし7月に開催された住宅地盤スキルアップセミナーをeラーニング形式

のみで来年 1月に開催します。入社時期などにより 7月に受講できなかった方、是非ご受講ください。 

効果測定に合格された方は住宅地盤実務者として登録されます。 

＜開 催 期 間＞ 2018 年 1 月 5日（金）～ 1 月 31 日（水） （募集期間 10 月 23 日～12 月 9日） 

  詳細とお申し込み方法については NPO住品協 HP（http://www.juhinkyo.jp/）をご覧下さい。  

講習会ご案内＆スキルアップセミナー、住品協だより広告募集 

木住協主催  「住宅業界のリスク対応セミナー」 
－民法改正や地震への対応など最新のリスクマネジメントをご紹介－ 

民法改正や住宅会社の地震への対応など、最新のリスクマネジメントを紹介するセミナーです。 

３年後に決まった民法改正や住宅業界の今後取るべき法的課題について弁護士の秋野卓生氏よりお話しいた

だくほか、熊本地震で被害を受けた地域の住宅会社がどのようなお客様対応を求められ、どのような教訓を得た

のか、現地インタビューの生の声をお伝えするとともに、住宅会社が講じる必要のあるこれからの時代の震災リ

スク対策について解説します。（木住協 HP からの抜粋） 

主催：（一社）日本木造住宅産業協会  共催：NPO 住宅地盤品質協会 

日時・場所 ：11 月 27 日（月）13:00～16:30 住宅金融支援機構 すまい・るホール 

      （東京都文京区後楽 1-4-10、JR 総武線「水道橋駅」・都営大江戸線「飯田橋駅」など） 

参加費   ：3,000 円（先着 200 名 定員になり次第締切）    

プログラム：「熊本地震のその後、住宅会社の震災後の実務」木住協 小尾英彰様 

「民法改正の準備と専門家責任の遂行」匠総合法律事務所 秋野弁護士 

「液状化調査・対策の手引書の作成について」NPO 住宅地盤品質協会 高田徹様 

「地盤の液状化に対する地盤工学的な考察」東京都市大学 末政直晃教授 

「これからの住宅事業の信頼される事業のありかたとは」 （パネルディスカッション） 

詳細は木住協 HP にてご確認ください。  https://www.mjkkoushuu.jp/seminar/detail/118 

   ※「住宅を対象とした液状化調査・対策の手引書」を配布予定です。 


